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○ 建設企業の生産性向上に関しては、i-Constructionなど、建設現場における官民一体の取組が
進められているが、建設企業の経営面についても、業務改善の取組をより一層進めることが必要。

○ このため、建設企業における営業力やコスト競争力の強化、従業員の処遇改善に関する先進的
な取組や課題の分析を踏まえ、各企業の経営改善を促すことにより、地域建設業全体の経営力
を強化すべきではないか。

１．地域建設企業の経営力の向上について

本社等における経営プロセスの改善例

営業力やコスト競争力の強化、従業員の処遇改善などに関する取組や課題の分析を踏まえ、
各企業の経営改善を促すことにより、地域建設業全体の経営力を高めるべき

＜営業目標の設定＞ ＜積算・見積＞

＜顧客情報の管理＞ ＜原価・工程管理＞

○ 営業見込案件のリスト化

○ 営業や顧客対応の履歴、工事実績に関する
情報などを社内で共有し、データベース化

○ 工事に精通した積算責任者の配置

○ 自社単価（※）の定期的な見直し・共有

○ 案件優先度に応じた積算の注力度の決定
※自社で受注できる最低単価

○ 資機材等の数量チェックの徹底

○ 現場担当者同士の緊密な連絡体制の構築

○ ネットワーク工程表に基づく管理

○ 工事のカテゴリーごとの営業目標の明確化

○ 付加価値基準に基づく受注判断の徹底

○ 顧客との反復継続的な関係の構築

＜人材確保・労働環境＞
○ 週休２日制の導入

○ 総労働時間の削減の推進

○ 従業員への利益還元
（参考）建設業従事者の年間賃金総支給額の推移
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【企業間の連携の範囲】

・人材の融通を円滑にするためにどのような取組が求められるか
・域外の大手企業等と連携するメリットや課題はどのようなものか

○ 建設産業は受注産業という特性上、人材や資機材の過不足状況が企業ごとに異なり、安定的な
経営が図られにくい環境にあるほか、大半が中小零細企業であることから、個々の企業の経営
努力にも一定の限界がある状況。

○ こうした点を踏まえ、今後、複数企業間での人材・資機材の融通や地域内外の連携を通じた営
業力の強化を促す観点から、建設企業の事業連携を更に促進することを検討すべきではないか。

２．地域建設企業等による事業連携の促進について

甲社

丁社

乙社 丙社

甲社

丙社

B社

狭 広中

個社間の相対取引に留まり、経営
資源の融通や顧客基盤の強化が図
られにくい環境

必要な人材（技能労働者・技術者）や資
機材の融通、共同設備投資によ
り、企業経営が効率化・安定化

＜個社の取引＞ ＜地域内での連携＞ ＜地域外企業との連携＞
例：経常JV、協同組合、協業組合 等 例：フランチャイズ、企業グループ 等

域外企業の企業ブランドや顧客
ネットワークの活用により、企業
の営業力を強化

（地域内）

（地域外）

営業ノウハウ 営業ノウハウ

人材： 安定
機材： 余剰

人材： 余剰
機材： 不足

人材： 安定
機材： 余剰

人材： 不足
機材： 不足

丁社

乙社

A社

甲社

丁社乙社
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Y社X社

発注 発注

2



３．ＩＣＴを活用した建設関連ビジネスの創出支援について

○ 地域建設業の業態拡大や新分野進出に関しては、建設企業の専門性を活かした技術開発や周
辺需要の開拓を促すため、資金・ノウハウ面での支援が行われてきたが、個々の企業の取組の
支援に留まり、複数企業間での技術連携・販路開拓を促す環境整備が不十分な状況。

○ このような点を踏まえ、地域建設業の建設関連ビジネスへの進出を促す観点から、複数企業間
でのビジネスマッチングの支援を図る仕組みを構築してはどうか。

【例】建設業の電子商取引システム（CI-NET）

・多くの建設企業にとって利用しやすいシステムとするためにはどのような工夫が必要か
・建設関連ビジネスのプラットフォームとしてどのような機能が求められるか

A社 ① 新たな商品や工法の開発等に向け、
共同連携企業やプロジェクト賛同企業
をネットワーク上で呼びかけ

Ｙ社

【例】建設関連の複数企業間でのビジネスマッチング支援

例：建設関連ビジネスへの進出

作業道の
整備技術
を活かして
林業へ進出

住宅リフォームや
トイレ・雨どい等の
家まわりサービス
を展開

建築・造園技
術を活かして
屋上緑化用
シートを開発

Ｚ社Ｘ社

ਃ
ચ
ఁ
ౄ

CI-NET（Construction Industry NETwork）とは、建設産業全体の生産性
向上を図るため、企業間の商取引（見積、注文、請求、決済など）に関する
情報を電子交換するための標準ネットワーク。各企業は、CI-NET対応の
システム導入により、取引の都度、帳票の受渡しを行う必要がなくなり、
取引先との電子商取引が可能に。

情報プラットフォーム

Ｂ社

② SNS機能に基づく
技術連携マッチング

現行システムは、個社同士の相対取引には対応して
いるが、複数企業間での取引に対応していない

③ クラウドファンディング機能に
基づく資金調達マッチング

※平成28年度時点で、10,345企業が登録
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○ 地域建設企業の企業規模に関しては、市場動向を踏まえた個々の企業の経営判断を尊重すべ
きとの声がある一方で、将来における建設投資見通しや担い手の状況を踏まえ、合併・再編等を
進め、企業経営の安定化・合理化を図っていくべきとの声もある。

○ 地域の建設企業の将来像を考える上で、今後、合併や事業承継等による経営基盤の強化につ
いて検討することも必要となってくるのではないか。

４．地域建設企業の経営基盤について

・現行の中小企業が多数を占める現在の産業構造のままで、将来の持続的な経営の安定性が確保できるか
・地域建設業の多くが家業として建設業を営んでいる現状をどのように考えるか
・合併・再編等により、企業収益にどのようなメリットがもたらされるか

後継者が、非上場会社の経営者
から株式の相続・贈与を受ける
場合に、５年間相続税・贈与税
の納税を猶予
※ 一定の要件（５年間８割以上の雇用を

継続する等）が必要

○ 建設企業の経営基盤の強化
を図るため、積極的に検討
する必要

○ 建設企業の合併・事業承継
等を促すためには、何らか
のインセンティブが必要

○ 合併・事業承継等は、市場
動向を踏まえた個々の企業
の経営判断を尊重すべき

○ 将来的には必要になるが、
現時点では問題ないのでは
ないか

＜企業規模に関する声＞ ＜現行の合併・事業承継等に関する施策＞

会社Ａ

入札契約での合併等特例措置 事業承継促進税制

現経営者 後継者

➀ 総合評価点の加点
→ 一定期間、合併等会社の総合点数に一定率

（10～15％）を加算

② 地域要件の緩和
→ 一定期間、合併等後に従たる営業所となった

消滅等会社の主たる営業所を、合併等後の主
たる営業所と同様に取り扱う

③ 入札参加等級の緩和
→ 一定期間、合併等前の会社の等級や合併等後

の会社の直近下位の等級を対象とした工事の
入札参加を認める

導入済 31

未導入 16 導入済 11

未導入 36

導入済 16

未導入 31

＜都道府県での導入状況＞

① ② ③

※平成28年5月時点調べ

※ 第２回地域建設業ＷＧにおけるアンケート結果より
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出所：中小企業庁「中小企業白書｣（2017年度）を基に作成

（n=1,075）

＜年代別にみた中小企業の経営者年齢の分布＞ ＜事業承継を完了するまでに要する期間＞
2005年

（参考） 事業承継をめぐる中小企業の現状

○ 中小企業の経営者の年齢については、過去20年間で大幅に高齢化が進行（経営者の年齢層の
ピークは、1995年：50-54歳層から2015年：65-69歳層まで上昇）。

○ また、事業承継については、後継者の選定を始めてから了承を得るまでに３年以上の期間を要
した企業が約４割を占める水準。

10年超 3.9%

5年超10年以内

10.5%

3年超5年以内

22.7%

1年超3年以内

42.4%

1年以内

20.5%

計37.1％

5

（％）



0

10

20

30

40

50

60

平成20年度 平成23年度 平成26年度

個人 1000万円未満
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＜建設業の経営上の課題＞ ＜後継者問題を課題とする建設業者の推移＞

出所：国土交通省「建設業構造実態調査」
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（参考） 建設企業の経営上の課題

○ 工事量、利益率等は一定の改善傾向が
見られる一方、人手や後継者問題等、
新たな課題の比重が高まっている。

○ 小規模な建設業者ほど、後継者問題を
課題としている割合が高い。

※有効回答数は、183,312社（平成26年度）、172,909社（平成23年度）、171,545社（平成26年度）
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（参考） 建設企業の倒産、休廃業・解散の動向
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倒産 休廃業・解散

出所：帝国データバンク「全国「休廃業・解散」動向調査」、「全国企業倒産集計」

○ 倒産件数については、近年、一貫して減少。

○ 他方で、休廃業・解散については、足許では増加の動き。

（件）

7

第１回地域建設業
ＷＧ提出資料



600,980 
585,959 

571,388 
552,210 558,857 562,661 

542,264 
524,273 

507,528 509,174 513,196 
498,806 

483,639 
469,900 470,639 472,921 467,635 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

全国 北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州・沖縄

出所：国土交通省「建設業許可業者数調査」

（業者：地域別） （業者：全国）

（参考） 地域別の許可業者数の推移

平成 （年度）

▲21.3％
（平成11年度比）

第１回地域建設業
ＷＧ提出資料

関東（▲21.0%）

近畿（▲27.4%）

中部（▲16.6%）

東北（▲17.9%）

北陸（▲21.4%）
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北海道（▲24.3%）
四国（▲24.3%）

九州・沖縄（▲21.3%）

中国（▲25.9%）



（参考） 大都市圏・地方圏別の建設企業の立地状況

○ 建設企業数については、約６割の企業が地方圏に立地している状況。

○ 資本金階層別にみてみると、大都市圏では資本金1,000万-3,000万円の階層の法人企業の割合
が多く、地方圏では個人経営の企業の割合が多い傾向。

大都市圏

67,889 社

地方圏

111,108 社

10.6%

37.8%

16.4%

32.6%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

＜大都市圏・地方圏別の企業立地数＞ ＜資本金階層別の企業立地数＞

※大都市圏は、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、
地方圏は、その他の都道府県としている 出所：国土交通省「建設工事施工統計調査」（平成27年度）

※ 総売上高のうち、建設工事完成工事高が80％以上を占める業者を対象としている

地方圏

大都市圏
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出所：国土交通省「建設業許可業者数調査」、「建設総合統計 出来高ベース」（平成27年度）

（参考） 地域別の工事量と許可業者数の関係

（億円）

平成２８年２月１３日
第１回地域建設業ＷＧ提出資料を基に作成
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○ 工事量が多い地域では、許可業者数が多い傾向。

九州・沖縄
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